
１ 建設業構造基本調査について

� 目 的

建設業の基本的な産業構造を明らかにするとと

もに，その中長期的変化を把握し，建設産業政策

の展開に資する基礎資料を得ることを目的とし

て，昭和５０年度より３年に１度の周期で本調査を

総務省承認統計調査として実施しており，今回は

その１２回目として実施した。

� 調査対象企業及びその抽出方法

� 調査対象企業

建設業法第３条の規定により建設業の許可を受

けている企業（約５２万社）から抽出した２２，０９７社

の個人及び法人。

� 調査対象企業の抽出方法

１） 調査対象とする母集団の組成

「建設工事施工統計調査（以下「施工統計調

査」という）」の結果を用いて，以下の二つの

条件を満たす企業を調査の対象となる母集団と

した。

・施工統計調査の回答企業で現実に建設工事施

工実績のある企業

・総売上高のうち完成工事高が８０％以上を占め

る企業（以下「専業企業」という）

２） 調査対象企業の抽出

上記�で組成した母集団について，業種・資

本金階層別の分類を行った後，各階層毎に母集

団の企業数を考慮の上，無作為に２２，０９７社の抽

出を行い，調査対象企業を決定した。

� 調査基準日

平成２０年３月３１日

� 調査票の回収状況

� 有効回収率 １２，２９３社

� 回収率 ５５．６％

� 集計方法

� 有効回収１２，２９３社のうち，兼業比率が２０％を

超える企業（４０４社）については集計の対象外

とし，残りの計１１，８８９社を集計対象とした。

� 集計企業を業種別及び経営組織・資本金階層

（以下「資本金階層」という）別に分類。業務

分類については３０業種区分（建設業許可の２８業

種区分に「一般土木建築」と「木造建築」を加

えた）から清掃工事業を除いた２９業種及び６区

分（以下のとおり）とし，１企業において複数

の業種に完工高が計上されている場合には，そ

の割合が一番高いものをその企業の業種として

分類した。
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（単位：百万円，％）

資本金

業種
個 人

法 人
合 計 増 減 H１７年度

５００万円未満 ５００万円以上
１０００万円未満

１０００万円以上
３０００万円未満

３０００万円以上
５０００万円未満

５０００万円以上
１億円未満

１億円以上
３億円未満

３億円以上
１０億円未満 １０億円以上

一般土木建築 ３．１ １．３ ▲０．４ ３．９ １１．０ ２６．２ １１６．８ ３３３．７ ５５７．９ １９．７ ▲６６．０ ５８．０

土 木 ２．２ ０．７ ０．６ ３．２ ４．２ １４．８ ５０．０ ▲２８４．０ ▲１８７．３ ２．７ ▲５５．７ ６．１

建 築 １．６ ０．９ １．０ ３．５ ９．３ ３６．４ ９９．１ ２７９．３ ４，１３２．８ １０．１ ▲４５．４ １８．５

木造建築 ２．１ ▲０．３ ２．４ ３．０ １４．４ ３４．３ ４４．０ １１５．０ ２．５ ▲１９．４ ３．１

職 別 ２．３ ０．６ ０．９ ８．３ ２０．５ ４４．７ １６３．０ ▲２３．２ ▲７５７．０ ４．３ ▲１０．４ ４．８

設 備 ３．８ １．２ １．７ １６．７ ２７．６ ６２．５ ２７８．０ ７０２．４ ３，１１６．４ １７．１ ６２．９ １０．５

合 計 ２．３ ０．８ １．１ ７．４ １０．６ ３２．０ １３５．２ ２６４．２ １，８３５．９ ７．９ ▲２４．０ １０．４

増 減 ▲１７．９ １４．３ ２２．２ ５．７ ▲１５．２ ▲１５．８ ▲４．２ １１．３ ▲５４．７ ▲２４．０

H１７年度 ２．８ ０．７ ０．９ ７．０ １２．５ ３８．０ １４１．１ ２３７．４ ４，０５２．１ １０．４

（注） 未記入・無効回答企業を除く

※６業種区分の方法：原則として日本標準産業分類に従

って「総合工事業」「設備工事業」「職別工事業」の３

分類に大別し，さらに「総合工事業」については，土

木工事が完成工事高の８割以上を占めるものを「土木

工事業」，土木工事が２割未満のもので建築工事が木

造建築工事よりも多いものを「建築工事業」，土木工

事が２割未満のもので木造建築工事が建築工事よりも

多いものを「木造建築工事業」，これらのいずれでも

ないものを「一般土木建築工事業」とした。なお，土

木工事業，職別工事業，設備工事業に含まれる業種は

以下のとおりである。

土木工事業：土木工事業，ほ装工事業，しゅんせつ工

事業，造園工事業，水道施設工事業

職別工事業：大工工事業，とび・土工・コンクリート

工事業，鋼構造物工事業，鉄筋工事業，

左官工事業，石工工事業，屋根工事業，

タイル・れんが・ブロック工事業，板金

工事業，ガラス工事業，塗装工事業，防

水工事業，内装仕上工事業，建具工事業

設備工事業：電気工事業，管工事業，機械器具設置工

事業，熱絶縁工事業，電気通信工事業，

さく井工事業，消防施設工事業

� �の集計結果を「建設工事施工統計調査」か

ら求めた建設業専業企業数（推定約１９万社）を

推定母集団として復元を行い，当該復元値を集

計値とした。

� 調査項目

前回調査との継続性について留意し，一方でそ

の時々の建設業をめぐる諸状況等を考慮しながら

建設業の基本的構造の的確な把握・分析を行うた

め，次の８分野について調査を実施した。

� 基本的事項

� 営業活動

� 取引関係

� 経営管理

� 従業者

� 建設機械・設備

� 組織化・事業の共同化

� 経営革新・事業の再構築

� そ の 他

経営組織・資本金階層別，２９業種別，下請比

率・次数別の集計結果等，本調査の全集計結果に

ついては，国土交通省ホームページhttp : //

www.mlit.go.jp/statistics/details/kgyo_list.html

で公表。

調査結果のポイント

� １社当たりの平均経常利益額は７９０万円で前回比２４．０％減少
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（単位：社，％）

資本金

業種
個 人

法 人
合 計 合計

（回答母数） 増減 H１７年度
５００万円未満 ５００万円以上

１０００万円未満
１０００万円以上
３０００万円未満

３０００万円以上
５０００万円未満

５０００万円以上
１億円未満

１億円以上
３億円未満

３億円以上
１０億円未満１０億円以上

一般土木建築 １５（３．６） ２４（２０．９） ７５（３３．９） ６１３（２６．８） ２６４（２２．７） １２４（２０．９） １９（１４．８） ６（１５．４） １５（２５．９） １，１５４（２３．０） ５，０１８ ７．１ ９３９（１５．９）

土 木 ２０１（４．０）１，３７５（２１．１）１，４９６（２３．６）４，９９４（２４．４）１，２８２（２２．２） ２８５（２０．２） ２０（１４．９） １１（３３．３） ２６（８６．７） ９，６８９（２１．２）４５，７０１ ４．９ ９，２６７（１６．３）

建 築 １，７０８（２７．０） ９１５（２６．７）３，７９６（２７．１） ５６７（２１．８） １２２（１３．２） ３０（１５．９） ６（１２．８） １１（２４．４） ７，１５４（２０．９）３４，２８７ ６．２ ６，７０３（１４．７）

木造建築 １９９（２．９） ８８０（３４．６） ３９４（２０．６） ７８４（２２．６） ７１（２７．２） １３（１５．９） ２，３４０（１５．５）１５，０４９▲０．７ ３，２０５（１６．２）

職 別 ５４０（６．７）３，６１３（２７．０）１，７６５（２８．２）３，３１７（２２．７） １９９（１８．６） ４３（１０．６） １０（１５．９） ５（３１．３） ９（５２．９） ９，５００（２１．６）４３，８８８ ５．７ ７，６３０（１５．９）

設 備 １３０（２．８）２，４３６（２２．５） ６２５（１７．０）２，５５２（１５．５） １６８（１０．２） ５９（９．８） ７（４．６） ３（６．７） ３（５．１） ５，９８３（１５．７）３８，１８７▲０．５ ６，７１４（１６．２）

合 計 １，０８４（３．４）１０，０３６（２５．３）５，２７０（２４．１）１６，０５５（２２．５）２，５５１（２０．４） ６４６（１６．１） ８５（１２．２） ３０（１６．４） ６４（３０．６）３５，８２２（１９．７）１８２，１３０ ３．８３４，４５８（１５．８）

合計（回答母数）３１，５７８ ３９，６９４ ２１，８５３ ７１，３７０ １２，５２５ ４，０２２ ６９５ １８３ ２０９ １８２，１３０

増 減 ０．１ ４．２ ４．０ ４．７ ４．７ ３．７ ▲２．６ １．０ ２１．０ ３．８

H１７年度 １，３７８（３．４）１０，２１０（２１．１）５，４７９（２０．１）１４，４３１（１７．８）２，２３９（１５．７） ５３９（１２．４）１２４（１４．９） ３３（１５．３） ２４（９．６）３４，４５８（１５．８）

（注）１．（ ）の数値は各セルの回答母数を１００とした場合の構成比
２．未記入・無効回答企業を除く

（単位：社，％）

資本金

下請比率
個 人

法 人
合 計

５００万円未満 ５００万円以上
１０００万円未満

１０００万円以上
３０００万円未満

３０００万円以上
５０００万円未満

５０００万円以上
１億円未満

１億円以上
３億円未満

３億円以上
１０億円未満 １０億円以上

Ｈ
２０
年
度

０％ ９，８４７（２９．７） ４，９２１（１２．２） ４，３３２（１９．９）１０，７５５（１５．２） １，５８０（１２．７） ５１５（１２．９） ９４（１３．７） ２５（１３．９） １１（ ５．１） ３２，０８０（１７．５）

０％超５０％未満 ７，７６０（２３．４） ７，６７１（１９．０） ４，８４６（２２．２）２６，８４１（３７．９） ６，５１３（５２．３）２，０２５（５０．６）３５９（５２．２）１１４（６２．８）１７５（８３．７） ５６，３０４（３０．７）

５０％以上１００％以下 １５，５８１（４６．９）２７，７６７（６８．８）１２，６３８（５７．９）３３，２０５（４６．９） ４，３５８（３５．０）１，４６５（３６．６）２３４（３４．１） ４２（２３．３） ２３（１１．２） ９５，３１４（５１．９）

合 計 ３３，１８９（１００．０）４０，３５８（１００．０）２１，８１６（１００．０）７０，８０１（１００．０）１２，４５１（１００．０）４，００６（１００．０）６８７（１００．０）１８１（１００．０）２０９（１００．０）１８３，６９８（１００．０）

増

減

０％ ▲９．２ ▲３．２ ０．４ １．１ ▲１．１ ０．１ ▲１．０ ４．２ ▲２．４ ▲２．３

０％超５０％未満 ０．７ ▲４．４ ▲４．７ ▲４．５ ▲０．８ ▲０．２ ▲２．０ ５．７ １１．２ ▲２．７

５０％以上１００％以下 ８．５ ７．６ ４．３ ３．４ ２．０ ０．２ ２．９ ▲９．９ ▲８．８ ５．０

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

Ｈ
１７
年
度

０％ １６，５３１（３８．９） ７，５４３（１５．４） ５，５４６（１９．５）１１，４５１（１４．１） １，９７８（１３．８） ５５７（１２．８）１２２（１４．７） ２１（ ９．７） １９（ ７．５） ４３，７６８（１９．８）

０％超５０％未満 ９，６３２（２２．７）１１，４７４（２３．４） ７，６３３（２６．９）３４，５４７（４２．４） ７，５９２（５３．１）２，２１０（５０．８）４５０（５４．２）１２３（５７．１）１８２（７２．５） ７３，８４３（３３．４）

５０％以上 １６，２８４（３８．４）３０，０５８（６１．２）１５，２２９（５３．６）３５，４８０（４３．５） ４，７２１（３３．０）１，５８１（３６．４）２５９（３１．２） ７１（３３．２） ５０（２０．０）１０３，７３２（４６．９）

合 計 ４２，４４７（１００．０）４９，０７５（１００．０）２８，４０７（１００．０）８１，４７８（１００．０）１４，２９１（１００．０）４，３４９（１００．０）８３１（１００．０）２１５（１００．０）２５０（１００．０）２２１，３４３（１００．０）

（注）１．（ ）の数値は各合計を１００とした場合の構成比
２．未記入・無効回答企業を除く

（単位：社，％）

資本金

専属比率
個 人

法 人
合 計

５００万円未満 ５００万円以上
１０００万円未満

１０００万円以上
３０００万円未満

３０００万円以上
５０００万円未満

５０００万円以上
１億円未満

１億円以上
３億円未満

３億円以上
１０億円未満 １０億円以上

Ｈ
２０
年
度

１０％未満 ４，９７３（２３．０） ３，７０９（１１．１） ２，２４８（１３．３）１２，３２１（２１．２） ２，６１８（２４．７） ８９９（２６．１）２０８（３５．５） ５４（３５．１）１０１（５１．６） ２７，１３１（１８．７）

１０％以上３０％未満 ５，５８７（２５．８） ９，４１３（２８．１） ５，３５７（３１．６）２０，５７７（３５．５） ３，５８７（３３．９）１，２０８（３５．１）１９２（３２．７） ４６（３０．２） ６１（３１．３） ４６，０２８（３１．７）

３０％以上５０％未満 ３，６８１（１７．０） ７，３８４（２２．０） ３，３８３（２０．０）１１，２８７（１９．５） ２，００４（１８．９） ５５５（１６．１） ７１（１２．１） ２２（１４．５） ２２（１１．３） ２８，４０９（１９．６）

５０％以上７０％未満 ２，５３９（１１．７） ５，１２０（１５．３） ２，３９６（１４．２） ６，６１４（１１．４） １，０４７（ ９．９） ３２１（ ９．３） ５１（ ８．７） ９（ ５．９） ４（ ２．２） １８，１０１（１２．５）

７０％以上 ４，８６４（２２．５） ７，８８１（２３．５） ３，５４６（２０．９） ７，１９９（１２．４） １，３２７（１２．５） ４５９（１３．３） ６４（１１．０） ２２（１４．３） ７（ ３．７） ２５，３６９（１７．５）

合 計 ２１，６４４（１００．０）３３，５０６（１００．０）１６，９３０（１００．０）５７，９９９（１００．０）１０，５８３（１００．０）３，４４２（１００．０）５８５（１００．０）１５４（１００．０）１９５（１００．０）１４５，０３８（１００．０）

増

減

１０％未満 ５．８ ▲３．９ ▲３．１ ▲１．７ ▲２．２ ▲２．４ ０．８ ▲８．４ ３．５ ▲１．３

１０％以上３０％未満 ▲０．５ ▲１．５ ▲３．４ ▲１．５ ▲２．１ ０．４ ２．６ １．０ ▲２．５ ▲１．７

３０％以上５０％未満 ▲５．３ ▲１．０ １．２ ２．４ ２．２ ▲０．６ ▲１．３ ０．６ １．７ ０．３

５０％以上７０％未満 ▲０．３ ３．８ １．６ １．３ ０．５ １．３ ０．９ ０．８ ▲１．４ １．６

７０％以上 ０．３ ２．５ ３．８ ▲０．５ １．５ １．２ ▲３．０ ６．０ ▲１．２ １．１

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

Ｈ
１７
年
度

１０％未満 ３，８０４（１７．２） ５，７５７（１５．０） ３，４９２（１６．４）１５，２６３（２２．９） ３，１６６（２６．９）１，０４１（２８．５）２３９（３４．７） ８３（４３．５）１１０（４８．１） ３２，９５５（２０．０）

１０％以上３０％未満 ５，７９４（２６．３）１１，３７６（２９．６） ７，４５５（３５．０）２４，６５４（３７．０） ４，２３５（３６．０）１，２６８（３４．７）２０７（３０．１） ５６（２９．２） ７７（３３．８） ５５，１２１（３３．４）

３０％以上５０％未満 ４，９２３（２２．３） ８，８２５（２３．０） ３，９９８（１８．８）１１，３７６（１７．１） １，９６４（１６．７） ６１０（１６．７） ９２（１３．４） ２６（１３．９） ２２（ ９．６） ３１，８３６（１９．３）

５０％以上７０％未満 ２，６４６（１２．０） ４，４３１（１１．５） ２，６９２（１２．６） ６，７５５（１０．１） １，１０２（ ９．４） ２９３（ ８．０） ５４（ ７．８） １０（ ５．１） ８（ ３．６） １７，９９１（１０．９）

７０％以上 ４，８８８（２２．２） ８，０５６（２１．０） ３，６４９（１７．１） ８，６３４（１２．９） １，２９０（１１．０） ４４４（１２．１） ９６（１４．０） １６（ ８．３） １１（ ４．９） ２７，０８５（１６．４）

合 計 ２２，０５４（１００．０）３８，４４５（１００．０）２１，２８７（１００．０）６６，６８２（１００．０）１１，７５７（１００．０）３，６５８（１００．０）６８８（１００．０）１９０（１００．０）２２８（１００．０）１６４，９８８（１００．０）

（注）１．（ ）の数値は，業種別の回答企業数を１００とした場合の構成比
２．未記入・無効回答企業を除く

� 経常損失を抱える企業は全体の１９．７％で前回比３．８％増加

� 下請工事を受注している企業数は全体の８２．５％で前回比２．３％増加。うち，５０％以上が下請工事の

企業割合は５１．９％で前回比５．０％増加

� 下請完工高のある企業のうち，特定の元請業者１社との取引が５０％以上となっている企業は３０．０％

で前回比２．７％増加。資本金の低い階層で専属比率が高くなる傾向
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（単位：％）

資本金

業種
個 人

法 人
合 計 増 減 H１７年度

５００万円未満 ５００万円以上
１０００万円未満

１０００万円以上
３０００万円未満

３０００万円以上
５０００万円未満

５０００万円以上
１億円未満

１億円以上
３億円未満

３億円以上
１０億円未満 １０億円以上

一般土木建築 ３１．９ ５４．２ ４２．４ ５３．８ ５３．３ ４６．８ ４４．０ ２７．８ ３１．１ ３７．６ ▲１８．０ ５５．６
土 木 ５８．２ ４７．５ ５４．０ ６９．７ ７５．８ ７４．７ ６６．３ ７２．６ ８６．５ ７０．１ ３．４ ６６．７
建 築 ２１．６ ７．４ １２．６ １８．７ １８．２ ９．７ １２．９ ９．４ １０．１ １２．９ ▲１．２ １４．１
木造建築 ２．５ ０．０ ５．３ ５．７ ２．６ ２．６ ０．０ ０．０ ３．９ ▲２．９ ６．８
職 別 ２０．１ １８．５ １９．８ １６．２ １８．１ ２０．１ １２．９ ３６．５ ２１．９ １７．５ ▲１．８ １９．３
設 備 ３４．６ １２．３ １７．７ １７．６ １７．９ １１．３ ８．９ １６．５ ７．１ １３．４ ▲１１．５ ２４．９
合 計 ２４．１ １７．４ ２５．７ ２９．９ ４０．８ ３１．５ ２７．０ ２３．５ １６．４ ２５．８ ▲５．６ ３１．４
増 減 ６．２ ▲７．２ ▲３．８ ▲８．７ ▲１２．１ ▲１４．５ ▲１０．２ ▲１１．１ ▲１９．４ ▲５．６
H１７年度 １７．９ ２４．６ ２９．５ ３８．６ ５２．９ ４６．０ ３７．２ ３４．６ ３５．８ ３１．４

（注）１．公共工事受注比率＝公共工事完工高／国内総完工高
２．公共工事とは，発注者が国，地方公共団体，公社及び公団等である工事
３．未記入・無効回答企業を除く

（単位：％）

資本金

業種
個 人

法 人
合 計 増 減 H１７年度

５００万円未満 ５００万円以上
１０００万円未満

１０００万円以上
３０００万円未満

３０００万円以上
５０００万円未満

５０００万円以上
１億円未満

１億円以上
３億円未満

３億円以上
１０億円未満 １０億円以上

一般土木建築 １９．７ ３０．６ ２０．０ ４６．０ ４９．５ ５３．３ ４９．６ ６９．０ ５９．４ ５６．２ １９．６ ３６．６

土 木 １７．７ ２９．８ ２３．６ ３１．７ ３６．２ ４２．１ ３５．９ ４２．８ ３２．９ ３３．６ １０．６ ２３．０

建 築 ２６．９ ４５．８ ４０．４ ５６．６ ５３．４ ５５．５ ５２．９ ５７．１ ６４．４ ５９．１ １６．０ ４３．１

木造建築 ２０．５ ２８．８ ３１．８ ３８．７ ５１．２ ３９．５ ２０．１ ５４．８ ３６．１ １．３ ３４．８

職 別 ２７．５ ３１．３ ２５．２ ３５．０ ４１．９ ４２．６ ４８．０ ２２．０ ２５．４ ３４．７ ５．６ ２９．１

設 備 ２１．４ ２４．０ ２２．９ ３４．２ ３９．２ ４５．９ ４１．５ ３４．６ ２４．９ ３２．１ ６．６ ２５．５

合 計 ２３．１ ３２．５ ２７．９ ３９．３ ４３．８ ４８．７ ４６．０ ４９．５ ５３．４ ４４．７ １４．１ ３０．６

増 減 ▲３．９ ５．５ ０．４ ５．６ ６．８ ７．０ ２．３ ６．３ ７．２ １４．１

H１７年度 ２７．０ ２７．０ ２７．５ ３３．７ ３７．０ ４１．７ ４３．７ ４３．２ ４６．２ ３０．６

（注）１．外注費比率＝外注費／国内総完工高
２．外注費とは，建設業法に基づいて毎年提出している「外注費」のこと
３．未記入・無効回答企業を除く

（単位：社，％）

資本金
原価割れ比率 一般土木建築 土 木 建 築 木造建築 職 別 設 備 合 計

H２０年度

０％ ８１４（１６．８） １０，６７５（２４．０） １４，３３２（４２．９） ７，２９６（４９．２） １２，１４７（２７．５） １１，１３３（２９．７） ５６，３９６（３１．５）

０％超１０％以下 ２，４１８（５０．０） １５，６３１（３５．２） １３，５３７（４０．５） ４，８３８（３２．６） １８，６６８（４２．３） １７，５８８（４７．０） ７２，６８１（４０．６）

１０％超２０％以下 ８９３（１８．５） ９，１９２（２０．７） ３，１３５（ ９．４） １，９１８（１２．９） ８，０９９（１８．４） ５，６１６（１５．０） ２８，８５４（１６．１）

２０％超３０％以下 ３６２（ ７．５） ４，３１７（ ９．７） １，５７２（ ４．７） ４６９（ ３．２） ２，５２７（ ５．７） １，７９７（ ４．８） １１，０４３（ ６．２）

３０％超４０％以下 １５８（ ３．３） ２，０６７（ ４．７） ４１６（ １．２） １，５７８（ ３．６） ７７６（ ２．１） ４，９９６（ ２．８）

４０％超 １９５（ ４．０） ２，５５３（ ５．７） ４２７（ １．３） ３１４（ ２．１） １，０９９（ ２．５） ５３２（ １．４） ５，１２１（ ２．９）

合 計 ４，８４０（１００．０） ４４，４３５（１００．０） ３３，４１９（１００．０） １４，８３５（１００．０） ４４，１１８（１００．０） ３７，４４３（１００．０） １７９，０９１（１００．０）

増 減

０％ ▲７．２ ▲８．６ ▲１．６ ▲９．７ ▲１．８ ▲０．５ ▲４．６

０％超１０％以下 ０．０ ▲１．９ ▲０．５ ６．１ ▲０．２ ３．６ ０．９

１０％超２０％以下 ２．１ ４．６ ▲１．６ ２．２ ３．０ ▲１．７ １．６

２０％超３０％以下 ２．４ １．８ ２．８ １．６ ▲０．３ ▲０．７ １．１

３０％超４０％以下 １．１ １．５ ０．３ ▲０．７ ▲０．４ ０．３

４０％超 １．７ ２．６ ０．６ ０．４ ▲０．２ ▲０．３ ０．８

― ― ― ― ― ― ―

H１７年度

０％ １，３７１（２４．０） １７，７８７（３２．６） ２０，５３４（４４．５） １１，１６０（５８．９） １３，７７３（２９．３） １２，１０７（３０．２） ７６，７３１（３６．１）

０％超１０％以下 ２，８５４（５０．０） ２０，２５０（３７．１） １８，８８９（４１．０） ５，０１９（２６．５） １９，９６５（４２．５） １７，４２１（４３．４） ８４，３９８（３９．７）

１０％超２０％以下 ９３８（１６．４） ８，８２１（１６．１） ５，０６５（１１．０） ２，０３２（１０．７） ７，２２２（１５．４） ６，６９１（１６．７） ３０，７６９（１４．５）

２０％超３０％以下 ２９３（ ５．１） ４，３１３（ ７．９） ８８５（ １．９） ３１０（ １．６） ２，８０９（ ６．０） ２，２０７（ ５．５） １０，８１７（ ５．１）

３０％超４０％以下 １２７（ ２．２） １，７４２（ ３．２） ４２３（ ０．９） １０４（ ０．５） ２，００５（ ４．３） １，０１３（ ２．５） ５，４１６（ ２．５）

４０％超 １３０（ ２．３） １，７１０（ ３．１） ３１２（ ０．７） ３３１（ １．７） １，２４９（ ２．７） ６６５（ １．７） ４，３９７（ ２．１）

合 計 ５，７１３（１００．０） ５４，６２２（１００．０） ４６，１０８（１００．０） １８，９５６（１００．０） ４７，０２３（１００．０） ４０，１０６（１００．０） ２１２，５２７（１００．０）

（注）１．（ ）の数値は各合計を１００とした場合の構成比
２．未記入・無効回答企業を除く

� 公共工事受注比率は２５．８％で前回比５．６％減少。全体的に減少する中，土木工事のみ増加（＋３．４

％）

� 外注費比率は４４．７％で前回比１４．１％増加

� 総工事件数に占める原価割れ工事の割合は６８．５％で前回比４．６％増加

３６ 建設マネジメント技術 2010年 2月号



（単位：人，％）

資本金

業種

個人

法 人

合 計 増 減 H１７年度
５００万円
未満

５００万円以上
１０００万円未満

１０００万円以上
３０００万円未満

３０００万円以上
５０００万円未満

５０００万円以上
１億円未満

１億円以上
３億円未満

３億円以上
１０億円未満 １０億円以上

一般土木建築 ４．９ ９．７ ９．３ ２０．０ ２５．８ ４６．８ １３１．５ ２２９．１ １，２９９．３ ４１．１ ▲１６．３ ４９．１

土 木 ５．５ ８．５ ９．２ １８．６ ２０．７ ３２．６ １１３．５ ２０７．７ ２３０．４ １５．５ ▲１２．４ １７．７

建 築 ３．３ １２．０ ７．３ １２．９ １７．４ ３６．８ １０５．４ ２１７．６ ２，９００．３ １５．９ ▲２．５ １６．３

木造建築 ５．４ ４．５ ５．７ １２．０ ２１．６ ３３．０ ６１．２ ６７４．０ ７．３ ▲５．２ ７．７

職 別 ５．３ ８．６ ９．１ ２１．４ ２８．０ ５３．６ ９４．２ １５６．６ ５９１．７ １３．４ ▲２１．６ １７．１

設 備 ４．７ ７．７ ８．４ ２１．８ ２８．３ ６２．９ １６０．５ ４１１．１ １，４９９．３ １８．７ ▲７．４ ２０．２

合 計 ４．９ ８．６ ８．４ １８．５ ２２．１ ４２．４ １２０．９ ２６８．０ １，４９０．８ １５．７ ▲１１．３ １７．７

増 減 ▲３．９ ８．９ ▲４．５ ▲１１．５ ▲２５．３ ▲２５．４ ▲８．３ ▲５．２ ▲２７．７ ▲１１．３

H１７年度 ５．１ ７．９ ８．８ ２０．９ ２９．６ ５６．８ １３１．９ ２８２．７ ２，０６０．９ １７．７

（注） 未記入・無効回答企業を除く

（単位：社，％）

資本金

課題

個 人

法 人

合 計 増減 H１７年度
５００万円未満 ５００万円以上

１０００万円未満
１０００万円以上
３０００万円未満

３０００万円以上
５０００万円未満

５０００万円以上
１億円未満

１億円以上
３億円未満

３億円以上
１０億円未満１０億円以上

官公需要の減少１３，２０５（４０．５）２２，１００（５４．２）１３，５５７（６１．９）５０，９４１（７２．２）１０，４１３（８４．３）３，０７３（７７．６）４９５（７２．３）１４６（８１．６）１５７（７５．７）１１４，０８６（６２．２）▲０．１１３４，３４１（６２．３）

民間需要の減少２７，１７７（８３．３）３２，０２１（７８．５）１８，１９１（８３．０）５５，４６３（７８．６）９，２５７（７５．０）２，８９１（７３．０）５２１（７６．１）１４１（７８．６）１４１（６８．２）１４５，８０４（７９．５） ７．１１５６，０８１（７２．４）

利益率の低下 ２７，８０８（８５．２）３５，８１４（８７．８）１９，７７２（９０．３）６３，８４９（９０．４）１１，３０７（９１．６）３，５７１（９０．２）５８６（８５．７）１４７（８２．１）１６９（８１．９）１６３，０２４（８８．９） １．７１８７，８３０（８７．２）

設備過剰 １，５６３（ ４．８）１，２６５（ ３．１）１，２５４（ ５．７）２，６９３（ ３．８） ５６２（ ４．６） １６８（ ４．２）３０（ ４．４） ３（ １．７） ３（ １．５） ７，５４１（ ４．１）▲０．４ ９，７１１（ ４．５）

人員過剰 １，４５７（ ４．５）２，１８０（ ５．３）１，１７７（ ５．４）５，７１１（ ８．１）１，２０３（ ９．７） ５２２（１３．２）７３（１０．６）１９（１０．４）２２（１０．４）１２，３６５（ ６．７） ０．６ １３，１４９（ ６．１）

人材不足 ７，８７５（２４．１）１１，５９０（２８．４）４，９２８（２２．５）２１，３８７（３０．３）３，６９７（２９．９）１，３４９（３４．１）２９１（４２．５）７０（３８．９）７６（３６．５）５１，２６３（２８．０）▲４．８ ７０，７８４（３２．８）

コストダウン要請の高まり １９，８６４（６０．９）２７，０１１（６６．２）１５，１０４（６９．０）４９，７４７（７０．５）８，６１０（６９．７）２，８１２（７１．０）４９１（７１．７）１３６（７６．０）１３０（６２．８）１２３，９０５（６７．６）▲０．９１４７，６７３（６８．５）

顧客ニーズの多様化 ７，９５４（２４．４）１０，８９３（２６．７）５，９７８（２７．３）１８，５５７（２６．３）３，２２６（２６．１）１，０７５（２７．１）２２１（３２．３）６６（３６．６）６０（２８．８）４８，０２９（２６．２）▲２．６ ６１，９９２（２８．８）

資金調達が困難 ９，８５９（３０．２）１４，２７９（３５．０）７，７４８（３５．４）２０，１０９（２８．５）４，０３７（３２．７）１，２２５（３０．９）１３２（１９．２）３５（１９．５）５９（２８．３）５７，４８２（３１．４） ４．７ ５７，４８０（２６．７）

取引先の倒産・廃業 ６，１８２（１８．９）９，３６７（２３．０）４，６３３（２１．２）１３，０２３（１８．４）１，９９７（１６．２） ６８３（１７．２）１６３（２３．９）４４（２４．８）１０４（５０．４）３６，１９７（１９．７） ６．２ ２９，０５９（１３．５）

情報化への対応の遅れ ５，６８３（１７．４）７，１９４（１７．６）３，１３４（１４．３）７，１１１（１０．１）１，００６（ ８．１） ３４５（ ８．７）４６（ ６．８）１４（ ７．８） ２４，５３４（１３．４）▲４．０ ３７，５１３（１７．４）

環境規制への対応の遅れ ２，３８８（ ７．３）２，１６５（ ５．３）１，１８９（ ５．４）４，０３３（ ５．７） ６４４（ ５．２） １７３（ ４．４）２２（ ３．２） ３（ １．４） ８（ ３．９）１０，６２４（ ５．８）▲１．３ １５，２８１（ ７．１）

後継者問題 ７，４２７（２２．８）９，７６８（２３．９）４，１０２（１８．７）１４，０２１（１９．９）２，０３９（１６．５） ５６９（１４．４）１００（１４．６）１７（ ９．５）１２（ ５．９）３８，０５５（２０．８）▲１．９ ４８，８５７（２２．７）

契約を巡るトラブルの増加 １，５０２（ ４．６）１，９０１（ ４．７）１，１１２（ ５．１）２，８８９（ ４．１） ３８３（ ３．１） １７７（ ４．５）５２（ ７．６）１０（ ５．８）２１（１０．３） ８，０４８（ ４．４） ０．０ ９，５８７（ ４．４）

その他 ４，６６４（１４．３）５，１２０（１２．５）３，０８９（１４．１）８，０３５（１１．４）１，１２０（ ９．１） ３６７（ ９．３）７０（１０．２）１６（ ９．０）１５（ ７．３）２２，４９６（１２．３）▲０．５ ２７，５２１（１２．８）

３２，６２５（１００．０）４０，８０８（１００．０）２１，９０６（１００．０）７０，５９５（１００．０）１２，３４７（１００．０）３，９６０（１００．０）６８５（１００．０）１７９（１００．０）２０７（１００．０）１８３，３１２（１００．０） ―２１５，５１４（１００．０）

（注）１．（ ）の数値は各合計を１００とした場合の構成比（複数回答）
２．未記入・無効回答企業を除く

� １社当たりの平均従業員数は，１５．７人で前回比１１．３％減少

� ８～９割の企業が，「利益率の低下」「民間需要の減少」を経営上の課題として認識。また，「民間

需要の減少」（＋７．１％），「取引先の倒産・廃業」（＋６．２％），「資金調達が困難」（＋４．７％）が前回と

比べて大きく増加

建設マネジメント技術 2010年 2月号 ３７



（単位：社，％）

資本金

対策
個 人

法 人
合 計 増減 H１７年度

５００万円未満 ５００万円以上
１０００万円未満

１０００万円以上
３０００万円未満

３０００万円以上
５０００万円未満

５０００万円以上
１億円未満

１億円以上
３億円未満

３億円以上
１０億円未満１０億円以上

高コスト体質からの脱却 ５，７３７（５４．９）９，５４４（４８．２）５，２１２（５０．９）２３，７１８（５５．１）５，１０３（６２．６）１，７８４（５９．３）４０９（７０．６）１１９（７３．９）１６０（７９．４）５１，７８７（５４．２） ８．９ ４８，７６０（４５．３）

既存事業の見直し・再編 １，９７１（１８．９）４，５３６（２２．９）２，５３６（２４．７）１０，４５８（２４．３）２，３１３（２８．４） ８９９（２９．９）２０９（３６．１）５３（３２．５）９１（４５．１）２３，０６５（２４．１）▲１．７ ２７，８１２（２５．８）

組織の活性化（従業員
のモラール向上等） ４，２７４（４０．９）９，０８４（４５．９）５，２３７（５１．１）２３，３０２（５４．１）４，４２７（５４．３）１，７７７（５９．０）３５７（６１．６）１１２（６９．４）１６９（８４．０）４８，７３９（５１．０） ８．７ ４５，５４３（４２．３）

M&A・企業間提携等に
よる事業再編・再構築 ３７（ ０．４） ４６５（ ２．３） １３６（ １．３） ５２１（ １．２） １９７（ ２．４） ９１（ ３．０）２１（ ３．６）１８（１１．４）２２（１１．０）１，５０８（ １．６）▲０．２ １，９８２（ １．８）

新しいビジネスモデルの作成 ２４（ ０．２） ９８５（ ５．０） ３１１（ ３．０）２，０７２（ ４．８） ３４１（ ４．２） ２１５（ ７．２）３３（ ５．６）１９（１１．８）４０（１９．９）４，０４０（ ４．２）▲１．１ ５，７００（ ５．３）

将来予測による新サービスの
開発（新資材・新工法の開発） ８０３（ ７．７） ９０６（ ４．６） ６３２（ ６．２）２，８４２（ ６．６） ５４２（ ６．６） ２４２（ ８．０）７８（１３．４）４３（２６．４）９９（４９．１）６，１８７（ ６．５） ０．５ ６，４３４（ ６．０）

既存の事業の付加価値向上 ２，８８０（２７．６）６，０８２（３０．７）３，１２５（３０．５）１３，５８５（３１．６）２，５０５（３０．７） ９５０（３１．６）２３８（４１．０）８８（５４．６）１４５（７１．８）２９，５９８（３１．０） ２．４ ３０，７５８（２８．６）

事業の効率化のための
積極的な外部委託の活用 １，５９７（１５．３）４，２１１（２１．３）２，１８３（２１．３）９，３８９（２１．８）１，７５３（２１．５） ６０９（２０．２）１００（１７．３）３１（１９．３）９８（４８．７）１９，９７２（２０．９） ３．５ １８，７０６（１７．４）

リスク対策の強化 １，６６３（１５．９）５，４００（２７．３）２，６７９（２６．１）１２，６０２（２９．３）２，５１９（３０．９）１，０７７（３５．８）２７４（４７．２）１０６（６５．７）１６９（８３．９）２６，４８９（２７．７）１１．２ １７，８０２（１６．５）

他工種への進出 １，４８２（１４．２）１，２８０（ ６．５） ６２１（ ６．１）３，０９２（ ７．２） ６５５（ ８．０） ２４４（ ８．１）３３（ ５．８）２６（１６．０）１６（ ７．８）７，４４９（ ７．８）▲０．７ ９，１８１（ ８．５）

異業種への進出 ２５８（ ２．５） ８９４（ ４．５） ３８４（ ３．８）２，３８０（ ５．５） ６７１（ ８．２） ２２０（ ７．３）４３（ ７．５）１７（１０．４） ９（ ４．３）４，８７６（ ５．１）▲１．１ ６，６５７（ ６．２）

取引先の選別 ４，４７２（４２．８）８，２５８（４１．７）４，４１２（４３．１）１９，６４９（４５．７）４，０２０（４９．３）１，６４２（５４．６）３３０（５７．０）１１６（７２．０）１６０（７９．５）４３，０６１（４５．０） ８．１ ３９，６６２（３６．９）

資源リサイクル・環境
保護重視の事業推進 ２，６０１（２４．９）４，１４４（２０．９）２，１４８（２１．０）９，９９５（２３．２）２，２３４（２７．４） ９００（２９．９）２５６（４４．２）７５（４６．４）１２４（６１．５）２２，４７７（２３．５） ８．９ １５，７０３（１４．６）

CSR（コンプライア
ンス等）経営の取組 １，２３８（１１．８）２，７７１（１４．０）１，１４１（１１．１）９，７７６（２２．７）２，３５５（２８．９）１，２２３（４０．６）３２４（５５．９）１２７（７８．８）１７９（８８．７）１９，１３５（２０．０）１４．３ ６，１０４（ ５．７）

その他 １１３（ １．１） ８５４（ ４．３） ３３０（ ３．２）１，１６８（ ２．７） ２３３（ ２．９） １１８（ ３．９）２３（ ４．０）１３（ ８．１）３３（１６．１）２，８８５（ ３．０）▲０．５ ３，７８０（ ３．５）

１０，４４８（１００．０）１９，７９４（１００．０）１０，２４８（１００．０）４３，０３９（１００．０）８，１５１（１００．０）３，００９（１００．０）５８０（１００．０）１６１（１００．０）２０２（１００．０）９５，６３１（１００．０） ―１０７，６２３（１００．０）

（注）１．（ ）の数値は各合計を１００とした場合の構成比（複数回答）
２．未記入・無効回答企業を除く

（単位：社，％）

資本金

対策

個 人

法 人

合 計 増減 H１７年度
５００万円未満 ５００万円以上

１０００万円未満
１０００万円以上
３０００万円未満

３０００万円以上
５０００万円未満

５０００万円以上
１億円未満

１億円以上
３億円未満

３億円以上
１０億円未満１０億円以上

新規採用 ５５０（１０．２）２，２８１（１７．６）１，１１８（１５．６）８，７２９（２４．０）１，９７６（２７．４）１，１４７（４０．７）３７２（６５．２）１３６（８４．０）１７３（９６．０）１６，４８３（２２．６）▲０．５２２，８２６（２３．１）

中途採用 ６６７（１２．３）３，４４１（２６．６）１，６３８（２２．８）１３，０３４（３５．８）３，０４２（４２．３）１，４６１（５１．８）３６７（６４．４）１２３（７６．０）１６４（９０．８）２３，９３８（３２．８）▲３．１３５，３６１（３５．９）

採用の見送り １，９４５（３５．９）３，２４７（２５．１）２，３８５（３３．３）８，３０１（２２．８）１，３７９（１９．２） ５２７（１８．７）８０（１４．０）１６（ ９．８）１３（ ７．１）１７，８９２（２４．５）▲１．５２５，６０５（２６．０）

退職勧奨 ４９７（ ９．２） ６０８（ ４．７） ３４７（ ４．８）２，４１４（ ６．６） ５８６（ ８．１） ２０６（ ７．３）５４（ ９．４）２２（１３．８）３６（２０．１）４，７６８（ ６．５）▲１．５ ７，８５９（ ８．０）

ワークシェアリング ２１０（ ３．９） ８５５（ ６．６） ７３８（１０．３）１，６４６（ ４．５） ３１４（ ４．４） １０３（ ３．７）１４（ ２．４） ５（ ２．８）３，８８６（ ５．３） ２．６ ２，６２０（ ２．７）

アウトプレイスメント（再
就職支援サービス）の活用 ２１７（ ４．０） ２１３（ １．６） １８４（ ２．６） ７９８（ ２．２） １８２（ ２．５） １００（ ３．６）２８（ ４．９）１２（ ７．３）６０（３３．４）１，７９３（ ２．５） ０．７ １，８１４（ １．８）

熟練従業員の再雇用１，２０６（２２．２）２，７４７（２１．２）１，６７２（２３．３）１１，５４７（３１．７）２，６８４（３７．３）１，２４５（４４．２）３３４（５８．６）１０７（６６．０）１４９（８２．６）２１，６９１（２９．８） ９．３２０，２６３（２０．５）

定年延長 １，３２４（２４．４）４，７６７（３６．８）２，８５４（３９．８）１７，８２３（４９．０）３，６１８（５０．３）１，３５０（４７．９）２３０（４０．３）５７（３５．１）４５（２５．２）３２，０６７（４４．０）２１．８２１，９２３（２２．２）

賃金支払体系の見直し１，００９（１８．６）２，９９０（２３．１）１，５５４（２１．７）８，１０１（２２．３）１，８２９（２５．４） ７２２（２５．６）１６７（２９．３）５７（３５．２）６０（３３．５）１６，４８９（２２．６）▲２．１２４，３６８（２４．７）

雇用調整助成金の活用 １９１（ ３．５）１，１８５（ ９．１） ６０１（ ８．４）４，７３７（１３．０）１，０９１（１５．２） ４１１（１４．６）９９（１７．４） ８（ ５．２） ４（ ２．１）８，３２８（１１．４） １．７ ９，６０３（ ９．７）

その他 ２０（ ０．４） ３５２（ ２．７） １７７（ ２．５） ７６６（ ２．１） １４４（ ２．０） ４８（ １．７）２２（ ３．９） ５（ ３．２）２５（１３．７）１，５６１（ ２．１）▲０．８ ２，８４７（ ２．９）

５，４２１（１００．０）１２，９５９（１００．０）７，１７１（１００．０）３６，３９８（１００．０）７，２００（１００．０）２，８２０（１００．０）５７０（１００．０）１６２（１００．０）１８０（１００．０）７２，８８１（１００．０） ―９８，６３２（１００．０）

（注）１．（ ）の数値は各合計を１００とした場合の構成比（複数回答）
２．未記入・無効回答企業を除く

� ４～５割の企業が，「高コスト体質からの脱却」「組織の活性化（従業員のモラール向上等）」「取引

先の選別」を事業戦略上の対策として実施。また，「CSR（コンプライアンス等）経営の取組」（＋１

４．３％），「リスク対策の強化」（＋１１．２％）が前回と比べて大きく増加

� ３～４割の企業が，「定年延長」「中途採用」「熟練従業員の再雇用」を人事面の追加対策として実

施。また，「定年延長」（＋２１．８％）が前回と比較して大きく増加

３８ 建設マネジメント技術 2010年 2月号


